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 1 ． 研究背景と目的

 身体は人間存在の物質的な基礎を成し、人間の
コミュニケーションや思考能力を実現する基盤で
あると同時に、社会構築の一部であると考えられ
る。身体の概念の生成と発展は、身体そのものが
置かれている社会的および歴史的状況と関連す
る。一方、運動やスポーツは身体によって行うこ
とができ、身体の自然性と社会性という二つの属
性が、体育の価値と効用を考察する尺度になるの
である1）。
 王（1993）は、中国においては「鮮明に分かれ
る四季と長くて寒い冬の気候によって、漢民族は
古代ギリシャ人のように野外で裸のままでさまざ
まな活動を行うことを妨げられただけでなく、中
国文化における人間は自然の身体を直観すること
も制限され」、しかもこのような状況で、「（漢民
族は）身体について広く普遍的な美的概念を生み

出すことができず、古代ギリシャ人ほど自分の身
体への深い認識や追求もできなくなり、大規模で
全国的な運動もなかった」2）と指摘した。しかし、 
1842年（アヘン戦争）以降、中国に古代ギリシャ
で生まれた「体操」が伝えられ、当時の体育思想
に基づく身体の改造は国の存亡に関わっていた3）

ため、ドイツの兵式体操と器械体操がその時代の
大規模で全国的な運動として受け入れられた4）。
 特に、中華人民共和国（以下、「新中国」注 1））の
成立とともに、全国の体育事業に対して、「まず
は体育を中国の数多くの労働者の間に普及させる
ことである。体育は学校から工場まで、都市から
田舎まで、軍隊から地方まで、徐々に人民たちの
日常生活の一部になり、国防事業や国の建設事業
の有力な保障になる。…ソビエト連邦と人民民主
主義から学んだ経験を、中国の国情と結合してか
ら吸収し、今の体育の内容を充実させたり、創造
に刺激を与えたりする。これで新中国の体育は
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世界の先進的な体育の一端となる」5）という目標
が定められた。この時期の「体操」は「群衆性体
操」と「競技性体操」に分けられ6）、新中国最初
のラジオ体操は一般民衆向けの「群衆性体操」の
一つとして、先述の政策や当時の国情に基づいて
作られた7）という。そのため、新中国のラジオ体
操はその誕生において、国民の健康向上を果たす
目的があった一方で、国の政策に強く影響されて
いた8）。ラジオ体操によって鍛えられた身体は、
健康目的という体育の自然性だけでなく、社会的
属性も反映している。
 また、これまでの先行研究も主にラジオ体操の
自然性と社会性について展開されている。まず、
ラジオ体操の体育活動としての自然性という角度
から、新中国成立以来のラジオ体操の動作傾向の
対比を含め、各セットの音楽リズムの変化や健康
面への影響などの課題をめぐって十分な検討がな
され、さまざまな生理学的な研究が行なわれた。
そして、ラジオ体操の体育活動としての社会性と
いう角度から、体育社会学の観点に基づき、ラジ
オ体操を体操の一種ととらえ、政府の体育政策の
変化に伴う実施内容の変化について考察した。一
方、ラジオ体操が実施される意義については、集
団活動としてのラジオ体操は身体儀式の一つとし
て国家と個人との繋がりを体現したが、現代では
存在意義を失ったという結論が導かれた9）， 10）。こ
の観点に対して、劉ら（2011）11）は、ラジオ体操
は、新中国成立以来最も長い歴史がある体育ス
ポーツとして、各歴史段階の中国体育思想の核心
的な価値を体現したため、その存在はこれからも
必要だと論じた。
 このように、上記の先行研究では、新中国が成
立した1949年以降のラジオ体操に関する考察は多
かったが、1949年以前の中国ラジオ体操に関する
考察は少ない。一方、新中国成立以前、ラジオ体
操12）， 13）またはラジオと体育教育の結合14）がすで
に中国国内に現れていた。また、新中国のラジオ
体操は、動作の組み合わせや実施する時間などに
日本のラジオ体操やソビエト連邦の衛生体操と深
い関係があった15）。このため、新中国成立以前か

らの中国ラジオ体操の誕生と変化を考察する必要
があると考えられる。しかも、近代注 2） 以降、中国
国内には「体育強国」という思想が根付き、社会
環境が体育文化の生成や体育の機能と価値に影響
を与えるとの指摘もあり16）、われわれの近代的身
体は体育によって形成されてきたと言っても過言
ではない17）。そのため、新中国のラジオ体操が高
度な権力化や規律・訓練化、群体符号化18）の動
作儀式であったと認めるならば、近代中国以降か
つ新中国成立以前の不安定な社会環境における体
育思想が、ラジオ体操の誕生と発展に与えた影響
を解明する必要があると筆者は考えた。したがっ
て、本研究では、近代以降の中国における体育思
想の変遷の視点から、ラジオ体操の誕生と発展過
程を明らかにすることを目的とした。
 崔ら（2008）19）によると、近代以降、中国国内
では「体育強国」という思想の下に、「軍国民運
動」「実用主義体育」「自然主義体育」などの体育
思想の変遷があった。よって、第 2 節では新中国
のラジオ体操が誕生する前に、その時代の体育思
想と体操が推進された社会環境、具体的には当時
の中国国内におけるラジオ放送の実状、ラジオ体
操およびラジオと体育教育の結合の実態、特に日
本とアメリカから導入された体育思想が近代中国
の体操に与えた影響について考察する。また、新
中国成立以来、新中国の体育事業に大きな影響を
与えるとともに、体育思想をも非常な混乱状態に
陥れた20）「無産階級文化大革命」（1966～1976）と
いう政治的な要因により、新中国の体育には「新
民主主義体育」「社会主義建設初期体育」と「競
技体育優先・体育産業化の体育」が見られた21）。
したがって、第 3 節ではまず、ソビエト連邦の体
育思想と新中国の社会背景が当時の新中国のラジ
オ体操に与えた影響について分析する。そして、
1980年以前を新中国ラジオ体操の誕生期とそれに
続く発展の初期とし、次に、1980年以降を新中国
ラジオ体操の最盛期および「競技体育優先・体育
産業化」の思想が主導したラジオ体操の新発展期
として区分する。その上で、それぞれの時期の体
育思想が新中国におけるラジオ体操の発展に与え
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た影響を考察する。最後に、第 4 節にてラジオ体
操が新中国成立から現在まで発展できている要因
を分析する。

 2 ． 新中国成立以前の体操の発展

2.1　近代以降の中国の体操とラジオ
 中国における体操の歴史をさかのぼると、1856

年から1860年までの第二次アヘン戦争以降の洋務
運動により導入された西洋体操が最初であるが、
当時の「体操」はほぼ「体育注 3）」と同じ概念とし
て理解されていた22）。一方、身体の育成と変化に
関して、日清戦争は第一次アヘン戦争より中国に
大きな影響を与えた23）。また、体育に関する思想
や観念においては、軍国民運動から体育の「双軌
制」注 4）に至る変化があった24）。この変化におい
て、譚嗣同が提起した「動」という気質25）は、
国民を「修身養性」という「静」の伝統文化の
拘束から解放する意義を持っていた。なお、厳
（1986）が「国民の生存は、体力の強さ、頭の賢
さ、道徳の良さと関わる。西洋の政治家たちはみ
な民力、民智、民徳で国の強さを評価する26）」と
指摘したように、身体面の革新がこの時代には重
視され27）、生存競争に勝ち抜いた適者だけが生存
する社会的ダーウィニズム論の観点が提起され
た。これはある意味、当時の国民の身体改造に思
想と理論の面から支持を提供したと考えられる。
また、このような論調は実際に明治後期以降、す
でに欧米列強と競争していた日本において、多く
の思想家の心を支配していた28）。しかも、日本の
明治維新を模倣して中国国内で推進された維新
が、1895年以降、中国国内の主要な政治活動に
なった29）という状況があった。このように、近
代における日中の改革にはさまざまな関連性があ
ると考えられる。政治改革に失敗した中国では、
その後実施された身体改造を目的にした各種の国
民運動において、実際に上記の社会的ダーウィニ
ズム論に依拠しながら、個々の国民における身体
改造の唯一の目的を国家運命の変革30）とし、個
人の要望とは切り離すという趨勢があったと考え
られる。

 身体改造を目的にした各国民運動を支える体育
思想の変遷をみると、まずは日清戦争後の1902年
に、蔡鍔（ペンネーム：奮翮生）は「今は軍国民
主義を中国の人民に普及させなければ、中国とい
う国家はもう終わりだ」31）と述べて「軍国民運動」
を提起した。さらに、蒋百里（1902）が日本の軍
国民教育を具体的に紹介した32）ことをきっかけ
に、中国国内で軍国民運動が始まり、1919年まで
続いた。また、軍国民運動の学校体育における活
動として、当時の学校体育に兵式体操が導入され
た33）。さらに、「日本人の体育の提唱は進歩的で、 
日本の全国民に影響を与えた。それゆえ、体育は
個人の健康または全民族の健康に意義があること
を認めなければならない」34）という代表的な見解
があり、当時の中国の体育は日本に強く影響され
たといえる。その影響は下記のように学制の変化
に現れた。
(1）癸卯学制期（1903～1911）
 厳（1986）による「これゆえ、現在の政策とし
ては、国民の体力を改善させること、教育を受け
させること、道徳品質を培わせることになるので
ある」35）という観点の提起を背景にし、清政府が
まず光緒28年（1902）に「欽定学堂章程」、光緒29

年（1903）に「奏定学堂章程」を公布した。「奏定
学堂章程」においては小学校から高等学校まです
べて体操を課すことになり、また、その中の「学
務綱要」には、「…茲に各学堂に於て、一体に兵式
体操を練習し、以て武事を肄はしめ、並に高等学
堂中に於て、軍制、戦史、戦術等の要義を講授せ
しむ。大学堂の政治学問は、各国軍政学を添講
し、文科学生をして稍戒略を嫻はしむ」36）とあり、
いかに清朝が兵式体操の教育に力を入れていたか
がわかる。また、「欽定学堂章程」と「奏定学堂
章程」は当時の日本またはドイツの学校制度を参
考とし、「軍国民」の育成に焦点を当てて制定さ
れた。その実施過程では「厳格な規律」が強調さ
れ、「兵式体操」が適用されたと同時に、学生た
ちに「尚武」の精神を培わせたと考えられてい
る37）。なお、宣統元年（1909）の「奏定学堂章
程」の改定では、体育授業の時間が増加したと同
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時に、ドイツ体操やスウェーデン体操も加えられ
た38）。しかし、当時の体操科は適格な教師が大量
に不足していたため、軍人が体育教師を務めた。
その結果、不適切な教授方法（体罰の濫用など）
により、学生や保護者らの体操科への不信感が生
まれ、体操の実施による「軍国民運動」の推進
は、単なる清政府の統治を維持するためのもので
あるという問題点も指摘された39）。
(2）壬子癸丑学制期（1912～1922）
 宣統 3 年（1911）10月10日に辛亥革命が起こ
り、君主制が倒され、翌年に三民主義に基づく中
華民国政府が成立した。民国元年（1912）9 月に
国民政府は中華民国建国後に発表された最初の新
しい学校制度を定めた「壬子癸丑学制」を公布
した。また「壬子癸丑学制」公布後の民国元年
（1912）12月の中学校施行細則の体操科では「体
操の要旨は、身体各部を平均に発達させ、身体を
強健にし、精神を活発にし、規律と協同の習慣を
養成することにある。体操の授業は、兵式と普通
の 2 種に分け、兵式体操を重視する。女子中学に
おいては兵式体操を行わなくても良い」となっ
た40）。一方、道光19年（1839）に初めて中国に設
立された教会学校（ミッションスクール）は、民
国元年（1912）に小学校から大学校まで3,678校
だったのが、民国 8 年（1919）には15,213校に増
え、これらの学校の中にも普通体操と兵式体操の
推進が見られた41）。
 しかし、中華民国が成立したとしても、内政に
対する不安と外交への不満は収まらず、また、財
政的逼迫により、学校教育も充分には行なわれて
はいなかったとの指摘がある42）が、「軍国民運動」
という時代背景において、体操の実施により国民
の中に「規律と協同の習慣を養成する」ことには
意義があった。
(3） 壬戌学制期（1922～1926）と戊辰学制期
 (1927～1949）
 清末から中華民国初期にかけて中国国内の学校
制度は日本の影響を多く受けたが、その後、民国
 7 年（1918）から民国 8 年（1919）にかけて米国
に留学して帰国する者が次第に増えて、社会的に

相当な勢力となった。民国 7 年（1918）、米国に
留学した者をもって中堅とする中華教育改進社が
会を開き、教育の宗旨を改訂して「健全な人格を
養成し、共和精神を発揮する」とすることを建議
した。これによって、学制改革に関する会議が 5 

回（1918年に 2 回、1921年に 1 回、1922年に 2 

回）開かれた後、民国11年（1922）12月に第 8 回
全国教育連合会が済南で開会されて、学制草案に
最後の修正が加えられ、教育部は両案を参酌して
遂に『学校系統改革令』を公布し、いわゆる「壬
戌学制」が取り入れられた43）。「奏定学堂章程」
「欽定学堂章程」「壬子学制」が日本式の教育制
度であったのに対して、「壬戌学制」は米国式の
教育制度であり44）、当時の体育制度も日本を手本
とした段階からアメリカを手本とする段階に入
り45）、体育教育においては実用主義体育思想と自
然主義体育思想が広がったため、体育の概念は競
技化や娯楽化の傾向にあった46）。一方、民国12年
（1923）に公布された『新学制課程標準』と「壬
戌学制」は、学校における「体操科」を「体育
科」と改称し、小中学校の兵式体操を削除した。
体育授業における体操の教授法は、「準備運動、
主運動、整理運動」の三段階に分けられた47）。
 また、中華民国政府は民国17年（1928）に都を
南京に定めてから思想統一工作を始め、教育に対
しても種々の改革を試みた後、「戊辰学制」とい
う新学制を公布した。「戊辰学制」の特徴は三民
主義による教育、師範教育の充実、男女平等の教
育、中学校以上の軍事訓練であり、体操に関する
内容は「壬戌学制」の内容と変化がなかった。し
かし、郎（2006）が「軍国民運動の国民教育のよ
うに軍事教育で体育を統括するのではなく、学校
体育の一部として学校軍事体育が推進された」48）

と述べたように、「軍事化身体教育」または「体
育強国」という目標は変わらなかったと考えられ
る。
 なお、1931年の「満洲事変（九・一八事変）」を
きっかけに、中国では以下の 3 種類の体育制度が
実施された49）。
 ①中華民国（国民政府時代）が統治した地域
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（国統区）における体育教育：前述のように、軍
国民運動から実用主義体育や自然主義体育、ファ
シズム体育、国粋主義体育へという体育思想の変
遷が見られた50）が、国内の混乱により、国民政
府の体育に関する規定や法令はほぼ実行されな
かった。しかも、戦争の激化とともに、青少年を
対象にしたスカウト運動の実施51）や、高等学校
も軍隊と同じように国民を対象にした軍事訓練を
行う場所にする「高中以上学校学生軍事管理辦
法」が1936年に発表52）され、学校体育の内容は
すべて軍事訓練に変わってしまった。さらに、社
会体育としてのスポーツ大会も常に混乱状態で
あった 53）ため、体操の発展もほぼ止まってし
まったという。その一方、中華民国政府は1928年
 8 月 1 日、南京の中央放送局でラジオ放送を正式
に開始し、1932年 5 月には南京で、当時のアジア
で最強の出力の放送局を建設し、同年11月13日に
ラジオ放送を開始した54）。これがその後のラジオ
と体育教育の結合の基礎を作った。しかし、最初
のラジオはニュー・メディアとして、娯楽や商業
宣伝、政治的プロパガンダに使われ、国民政府教
育部は1935年 6 月、ラジオ・映画を媒体とする
「電化教育」を全国的に推進し始めた。また、
1937年からの全面抗戦により、抗日ナショナリズ
ムの喚起を促すイデオロギー宣伝が注視されるな
かで、「民衆教育」としての電化教育が「抗戦教
育」へと質的な転換を果たし、続いて1945年以降
「抗戦教育」から「反共救国」までの転換も成し
えた55）。この間に体育教育がラジオと結合し、主
に健康教育として普及した56）。そして、この過程
で、言語と時空の壁を乗り越えられるラジオは、
中国国内の限られた区域で普及した一方、学生や
軍人、農民、工場労働者など各層の民衆を巻き込
んで行った。
 ②中国共産党が統治した地域（革命根拠地）に
おける体育教育：体育教育が主に軍事教育の内容
となったことから、体育思想と中国共産党の「戦
争のための教育」 という政治思想とが一致した57）。
中国共産党革命の根拠地は主に農村部にあるた
め、基礎教育や政治教育が大切にされ、小学校は

軍事的な管理を実施し、日常体操以外、遊撃戦術
の実践なども強調された58）。その一方で、農村部
における経済条件の制限により、1940年12月30日
に中国共産党初のラジオ放送が開始された。ま
た、革命根拠地内部で無線ラジオが普及しにくい
という現状に対して、中国共産党のラジオ放送の
内容は日本語による反戦宣伝や政治プロパガンダ
などで、放送目的は主に対外（対敵）宣伝であ
り、対内放送は1947年以降、有線放送の形で実施
されつつあった59）。また、国民政府統治区におけ
るラジオの豊かな内容と比較的高い普及率に対し
て、中国共産党は限られた対外宣伝のラジオを利
用して、主に対敵の政治プロパガンダを実現した
ため、ラジオ放送は単純に政治思想の宣伝という
特徴があったと考えられる。
 ③日本に占領された地域（淪陷区）における体
育教育：1949年まで、中国国内は長期間混乱した
状態にあったが、主戦場から離れた地域はある程
度平穏な社会情勢を保っていた。その中でも、
1932年に日本が樹立した傀儡国家「満洲国」は、
中華民国時代の三民主義に基づく教育を全廃し、
新学制の教育方針はその建国精神並びに訪日宣詔
（『回鑾訓民詔書』）の趣旨に基づいて「忠良なる
国民を養成する」ことにあるとされた。すなわ
ち、「建国の理想と、国体の特質とに鑑み、日満一
徳一心不可分の関係と、民族協和の精神とを体認
せしめ、旺盛なる国家観念と国民精神とを把握体
認して、忠誠奉公、犠牲奉仕の誠を致す国民を養
成することが、満洲国教育の根本目標である」60）

とした一方で、体育行政機構を完備した61）。また、
1934年11月に「満洲国」の首都である新京（長
春）に当時東アジア最大級の放送局を新設して62） 

放送を開始し、「一般国民との接触民たる放送番
組の編成」は大変重視され、「番組に常に国策を
反映させる」制度が制定された63）。その後1940年
になると、朝 6 時から建国体操が放送されたが、
実際に1935年に「満洲国」では日本の徒手体操を
模倣して、「 体位向上・民族融合」を目的とする
 ｢建国体操」が作られ64）、「毎日建国体操を一度し
て身体を鍛える…満洲の人民たちに健康な身体が
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あれば、満洲国の興盛が実現できる」65）と当時の
新聞記事に報道された。また、同時期に中国国内
に成立した他の傀儡政権として、中華民国臨時政
府（北京）と中華民国南京国民政府は、「新民体操
（1937年）」（音楽の伴奏があり、定時にラジオで
放送）66）と「太極拳体操（1940年）」（褚民誼が中国
伝統武術の太極拳と現代体育を結合して創作し
た、中華民国南京国民政府の「国操」（国家の代表
とされる体操）である）67）を実施した。
 このような広範囲で体操運動を推進したことに
は、スポーツをする習慣を一般民衆に身につけさ
せるという効果があった68）が、一般民衆の健康
保持を目指すというより、健全な国民を育成し
て、「滅私奉公」の国民を養成することが最終目
的とされた69）。なお、このような体育活動の実施
により、国民の養成も実際に「軍国主義」の思想
に影響され、植民地支配の手段の一つという性質
があった70）。一方で、楊（1994）の研究71）による
と、「満洲国」の民衆が体育運動に積極的に参加
することを日本の傀儡 統治への反抗手段としたこ
とが、東北地方の体育をある程度発展させること
になったと言われている。また、新中国のラジオ
体操をある程度スムーズに推進する力となったと
も考えられる。また、「満洲国」のような日本占領
区内の体育は近代中国体育の一部であり、日本の
体育制度などの大きな影響を受けた72）ため、当
時の日本国内の体育の実態、特にラジオ体操の内
容を解明する必要があると考えられる。
 前述したように、「満洲国」および他の日本占
領区におけるラジオについて、まずはラジオと体
育 教育との結合により、ラジオ体操がすでに当地
で実施されていたことが判明した。また、ラジオ
で作った交換放送ネットワークを利用して、内
地（日本本土）との一体感を得ること73）が、ラ
ジオを放送する目的の一つだった。しかも、この
ようなラジオを利用した「電波戦争」は、日中双
方の政治宣伝と国際世論の獲得という目的を実現
し74）、結果的に中国国内にラジオ放送を普及させ
た。

2.2 日本のラジオ体操の実態と中国の体操への
 影響
 日本社会における保健思想の広がりは、ラジオ
体操の創案・普及の重要な要因であった。第一次
世界大戦後の保健衛生思想の拡大は、保険関連の
立法措置などからみても把握できる。特に、天然
痘やコレラ予防などの伝染病予防政策が推進さ
れ、大正期に入るとしだいに公衆衛生知識の普及
も視野に入れた政策が展開されるようになってき
た75）。また、明治維新後、西洋の近代制度が急速
に流入する中で、生命保険も導入された。「簡易
保険は下級の人々に大なる利益を与ふるものな
り」76）という考えに基づき、「中間階級」や「下級
者」などと呼ばれる会社や工場の労働者を社会的
存在として意識した社会政策として、1916年に簡
易保険制度が実施された。ラジオ体操は簡易保険
制度の宣伝イベントの一つであり、「健康の保持
増進」や「病気予防」などの本質的な部分に取り
組む事業でもあったのである77）。
 このようなラジオ体操の事業は、アメリカのラ
ジオ体操と同じように、適正なる体重への願望を
満たす一助となった78）が、アメリカやドイツの
ラジオ体操はあくまでもラジオ放送を通じた、家
庭での個人単位の活動として考えられていた。そ
れに対し、日本の場合は、ラジオ体操はラジオ放
送を通じなくても、レコードなどを利用すること
で普及が図られた。やがて、それは音楽や号令に
合わせて集団で体操をするという形態に発展する
ことになる。そして、この集団性は「日本的なも
の」として普及していった79）。しかし、ここで注
意すべきことは、新中国のラジオ体操は日本のラ
ジオ体操を模倣して作られたが、そこには日本社
会のように保健思想が広がっているという背景は
なかった。それでも、当時のラジオ体操が日本と
同じようにレコードを利用して普及した80）のは、 
政府の行政主導と関係があると考えられる。ま
た、この「日本的なもの」の集団性に対応して、
新中国においても、社会主義建設のための「中国
的なもの」に集団性が生まれた。これに関して
は、また次章で詳しく説明する。
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 しかし、日本においてラジオ体操が保険事業の
一環としての役割を果たす一方、当時の社会環
境、特にロシア革命に代表される共産主義思想へ
の警戒として、文部省は明確に学生を対象として
スポーツ・体育による「思想善導」政策を確立し
た81）， 82）。しかも、ラジオ放送は権力者により統
制され、均一した内容を人々に流せる特徴があっ
た83）。一方、大正 期後半に浮上した思想善導の遅
れの問題から、社会教育を充実させる政策の実現
には、新しく登場したラジオ放送を利用すること
が適していた。ラジオ受信が普及していないとこ
ろでは「団体聴取」もできた84）。さらに、ラジオ
体操自体の親和性が重視され、しだいにラジオ体
操と思想善導が公式に結びつけられていった。
「健康な身体により健康な思想が育てられる」と
いう理念のもと、ラジオ体操が「日本的なもの」
として持っている集団性、およびそれによるラジ
オ体操の集団化により、国民個々人の身体感覚が
まとまって国家なるものに同一化していくような
感覚を生み出す契機になった85）という。また、
このような同一化により、実際にミシェル・フー
コーの言う「身 体に規律・訓練」の監獄理論の通
りに、「運動、姿勢、態度、速度」86）に分けて人体
活動に支配を加えることによって従順な身体をつ
くりだす政治的技術の行使により、「功利的経済
の角度で人間の力量を増し、服従的政治の角度で
人間の力量を減らす」87）効果が得られたと考えら
れる。つまり、「集団」でのラジオ体操の実施によ
り、個々の身体は民族や国家のレベルでとらえ
られるようになった88）。この点について、日本が
「満洲国」で推進した「建国体操」および「太極
拳体操」とラジオを媒介にした「新民体操」のラ
ジオ体操や、新中国成立以来のラジオ体操も、国
による「ある人体に対して行った典型的な政治的
介入形式」89）として理解されるべきであるが、そ
れぞれに目的があった点だけは異なっていると考
えられる。
 当時日本のラジオ体操は「そこ（杭州）で朝寝
坊で運動きらひな支那人の青少年に、日本の国民
体操ともいふべきラヂオ体操を教へて支那人の生

活改善に貢献しやうと、早速仙林寺の日語学校
の校庭でラヂオ体操の会を始めたのである」90）や
「先ず朝はラジオ体操に始まり、いつも変わらぬ
江木アナウンサーの声がレコードから元気に明け
切らぬ街に響き渡る頃、老いも若きも新公園の近
く、上海神社の庭に手を振り、足を上げて、心よ
き朝の一時を過ごす。愛国行進曲の元気なリズム
が神聖に轟く。年を重ねるにつれ、現地の人々
にとって朝のラジオ体操はかかせぬものとなっ
た」91）などにみられる経緯で中国国内に広がり、
新中国の最初のラジオ体操（成人ラジオ体操第
一、1951年11月24日発表）が日本のラジオ体操を
手本として作られた92）。
 以上、近代中国の体育思想の変遷と結びついた
体操またはラジオ体操の発展、およびラジオと体
育教育との結合の過程について説明した。「体育
強国」を実現するための兵式体操も、日本占領区
内で実施されたラジオ体操も、それぞれの体育思
想のもとに広がったスポーツであり、また、それ
ぞれの政治的な目的を実現するために国や政府の
政治的な技術の行使により推進されたことが明ら
かになった。また 、1920年代から中国国内に広
がったラジオというニュー・メディアは、政治的
プロパガンダの目的で最も重視され、体操、ラジ
オともに国や政府の政治的な行使と強く関わって
いた。その結果、日本国内のラジオ体操、および
「建国体操」、「新民体操」というラジオと体操と
の結合のような形式が、後にできた新中国のラジ
オ体操に大きな影響を及ぼしたと考えられる。

 3 ． 新中国成立以来のラジオ体操の発展

3.1 ソビエト連邦の体育思想およびラジオ体操
 と、その新中国への影響
 建国初期、馮（1950）が「新たな体育方針は新
民主主義的である…中国の体育は民族的という特
性を持つべきだが、各国の先進的な体育活動、特
にソビエト連邦の体育に関する経験を学ばなけれ
ばいけない」93）と書いたように、体育事業も他の
社会分野と同様に、ほとんどソビエト連邦を手本
にしていた94）。体育の基本課題や大衆のソビエト
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体育運動の方法ならびに組織上の諸原則を述べた
「体育分野での党の課題」（ソ連共産党中央委員
会、1925）などの党・政府機関の体育関連の文書
に示されているように、ソビエト連邦における体
育スポーツの社会的意義やその方向づけ等は、常
に党・政府の行政の一環として決定・実施されて
いた95）。また、児童のもつ社会的意義と学校にお
ける保健体育上の配慮について社会主義的理想論
を述べた「国家人民教育委員会保健衛生局訓令」
（1917）を代表とする保健体育関連文書は、党・
政府機関による学校体育の重視を示していた。そ
の一方で、「ソ連の中学校及び高校の体育学習指
導要領において、学校体育の目的は社会主義建設
のための労働と国防を準備する若者を育成するこ
とにある」ことを明確にしている。したがって、
蘇（1954）が、生徒に「『労衛制』の基準を達成さ
せるため、全面的な体のトレーニングが必要であ
る」96）と述べたように、ソビエト連邦の「労衛制」
（労働と国防・軍事のための体育制度）、あるい
はゲーテーオー制度97）は、新中国の学校体育に
大きな影響を与えていたと考えられる。
 稲垣（1983）の研究によると、「社会主義諸国は
体育やスポーツを包括する上位概念として『肉体
文化』ということばを用い、かれらは肉体文化を
『肉体にかかわる総合的な文化』の領域としてと
らえ、その主たる内容に体育やスポーツを考えて
いる」98）という。しかも、社会主義の考え方によ
れば、人間は「生産力」と定義づけられている99） 

ため、体育・スポーツで「肉体文化」を作るこ
とは、社会主義建設における生産力向上の意義
があったと考えられる。一方、ソビエト連邦政
府が「肉体」を強調する理由は、社会主義建設だ
けではなく、当時の厳しい国際情勢、特にロシア
内戦の発生により、国の建設と防衛が重要になっ
たことによると考えられる。したがって、ソビエ
ト連邦の体育制度の目標は「労働と防衛のための
準備」に集約される。ソビエト連邦下の学校体育
は、基礎体力づくりと軍事訓練に終始した。義務
教育年齢の子どもについては、労衛制に備えた体
力づくりや技術の習得を学校体育の場で行い、や

がては労衛制自体も学校体育で行っていくことに
なり、体育教育はすべて労衛制のためのものと
なった。労衛制の実施項目には手榴弾投げやライ
フル射撃などもあり、他国以上に学校体育が軍事
訓練の場となっていたのであった100）。
 なお、当時の労衛制では「普通は朝にラジオ体
操や個別体操をして、適当な身体訓練を毎日続け
ると、頭脳労働者や体力労働者の体に良い影響を
与える」101）という労衛制体操があり、ソビエト連
邦国内で人気があった。しかも、この体操には、
場所、服装、器械に関する制限がなく、技術の要
求もあまりないことから、国民に普及しやすいと
いう特徴があった。そこで、当時ソビエト連邦を
訪問した中国体育代表団の団員たちは、中国国内
にも労衛制体操のような体操を発展させることを
勧めた102）。また、1954年に、ソビエト連邦の労
衛制が中国に取り入れられ、最初の体育雑誌で
あった『新体育』で、この年度はソ連の体育に関
する記事の数が例年に比べて最多になった。この
とき、中国のラジオ体操第一（1951年）はすでに
完成していたが、この労衛制に代表されるソビエ
ト連邦の体育思想は、最初のラジオ体操、および
1954年にできた二代目、または1957年にできた三
代目のラジオ体操だけでなく、1950年代の新中国
の体育教育全般にも積極的な意義があった103）。
 しかし、体育思想を含め、ソビエト連邦の新中
国への影響は1960年代までは続かなかった。これ
は中ソ関係の悪化が原因であり、さらに、国内に
は従来のソビエト連邦の影響を排除する傾向が
あった。前記の『新体育』誌に掲載されていたソ
ビエト連邦関係の記事も1980年まで皆無の状態が
続いた。ソビエト連邦の体育・スポーツ制度の下
では、次の 3 種の活動が行われていた：①学校教
育制度における体育教育；②共産党の政治教育組
織「アクチャブリャータ」「ピオネール」「コムソ
モール」のスポーツ活動；③産業別に設置された
スポーツ団体のスポーツクラブ活動。これらの 3 

種の組織が労衛制とソ連邦スポーツ等級制度に
よって強く一つに結合し、実に機能的に作用し
合っていた104）。そして、ソビエト連邦に倣った
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新中 国では以下の 4 種の活動が行われた：①体
育の目的を経済建設と国防建設にすること105）；
②体育事業の展開を学校と工場を中心にし、しか
も1954年から学校に労衛制を試行すること106）；
③政府機関、学校、工場の内部における運動会の
挙行107）；④中国共産主義青年団により体育スポー
ツを推進すること108）。以上のことから、ソビエ
ト連邦の特徴的な体育・スポーツ制度が新中国の
体育制度に大きな影響を与えたと考えられる。
 「ソビエト連邦における体育は共産主義教育の
一部であり、国民の健康増進および労働能力と国
防意識を培う重要手段である」109）という指摘のよ
うに、ソビエト連邦の体育思想は共産主義教育と
つながっている。一方、「ソビエト連邦を模倣し
て新中国を建設する」と言われた110）ように、新
中国の体育思想もソビエト連邦と同じように解釈
されるべきであり、体育の目標は従来の「身体改
造」「体育強国」から、社会主義建設の一助とな
ることに変わっていった。この中でラジオ体操は
どのように発展していったのか、次で説明する。

3.2 新中 国成立以来の体育思想とラジオ体操の
 実態
3.2.1 ラジ オ体操の誕生と発展の初期（1949～
 1978年）
 この時期にできたラジオ体操には、成人ラジオ
体操第一（1951年11月24日発表） ・第二（1954年 7 

月27日発表）・第三（1957年10月 7 日発表）・第四
 (1963年 4 月17日発表）・第五（1971年 9 月 1 日発
表）と、少年ラジオ体操第一（1954年 8 月12日発
表）・第二（1956年 6 月 7 日発表）・第三（1957年
10月17日発表）・第四（1963年10月13日発表）、児
童ラジオ体操第一（1955年11月19日発表）・第二
 (1956年 6 月 4 日発表）・第三（1957年10月18日発
表）・第四（1963年10月13日発表）・第五（1973

年 6 月 1 日発表）がある。建国初期の体育思想は
「新民主主義体育」であり、具体的には「民族性
（革命性）、科学性、全民性という特徴があるべ
き」111）だと言われている。そこで、場所や服装、
器械などの制限がなく、技術の要求もあまりない

スポーツが必要になった。それには、日中戦争の
ときにすでに中国国内に普及し始めたラジオ体操
とソビエト連邦の「社会主義的」な「労衛制」体
操が適していた。一方、ラジオ体操の必須条件と
してのラジオ放送が開始された新中国の成立以前
に、各地でラジオはすでに普及し始めていた。東
北地方で完備されていたラジオ放送の設備はソ連
の対日戦争により一部破壊された112）が、新中国
成立以来全国で推進された有線放送設備の建設に
より、1953年には全国的な放送ネットワークがほ
ぼ完成した113）。しかも、ラジオは「団体聴取」や
「グループ聴取」の形で思想教育と生活の多様化
を実現できた114）ため、新たなラジオ体操は他の
スポーツより、全国民に普及しやすかったと考え
られる。また新中国でラジオ体操が発表された期
間（表 1 ）を見ると、1960年代までの間のラジオ
体操の更新頻度は、1970年代以降と比較して非常
に高い。1950年代の建国初期には数多くのラジオ
体操が、成人から少年、児童までの各年齢層に普
及した。これは、当時中国国内に社会主義を建設
するための「集団化・組織化」の趨勢があったこ
とと関わっていると考えられる。特に、1951年に
新中国がソビエト連邦の労衛制を導入したことを
背景に、ソビエト連邦共産党の政治教育組織「ア
クチャブリャータ」「ピオネール」「コムソモール」
に対応した「中国少年先鋒隊」と「中国共産主義
青年団」が組織され、当時の新中国の学校制度、
または学校の体育制度に大きな影響を与えた115）。 
また、「アクチャブリャータ」「ピオネール」「コム
ソモール」の各レベルの組織を学校に普及させる
過程で、中国共産党が戦時に学校体育で軍事訓練
を行った116）ように、ラジオ体操も学校教育の一
環として扱われた可能性がある。新中国の教育に
おいて比較的低学年の教育が重点的に扱われてい
た117）ため、1960年代までの小中学校におけるラ
ジオ体操に代表されるように、学校教育の重視が
こういった形で現れたのであった。
 次に、ラジオ体操の「集団化・組織化」の現象
についてみていきたい。まず、先にも述べた「肉
体文化」には、「社会主義文化の全体系の中で、
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人間を肉体的に完全なものにするという社会的課
題」118）があるとされ、また、人間という生産力
の「集団過程」として必要不可欠のものである119） 

との指摘がある。新中国におけるラジオ体操の実
施は、国民の身体素質の改善を求める社会主義的
な「肉体文化」づくりとみなされた。国民の「集
団化」を目指し、当時の中国では、「我々は全中国
の圧倒的多数の人たちを政治、軍事、経済、文化

等の組織に組み入れ、これまでの中国の無組織の
状態を絶やす」120）という思想の下に、「単位」と
呼ばれる社会組織の形態が作られた。そこには、
「高効率の社会政治動員制度により、大規模の民
衆を集めて政治運動に組み入れ、中国共産党と政
府による上からの行政手段や戦略意図に従わせ
る」121） という特徴があった。ある意味、「単位」は
新中国が建立されて以来、初めて作られた新しい
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表 1 　新中国のラジオ体操更新年表
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共同体であると考えられる。新中国のラジオ体操
は実際に戦前日本のラジオ体操と同じように、近
代的身体への矯正に一役買い、「所属する共同体
に特有の身ぶりや職業に固有なしぐさを身につけ
ることによって特殊化した身体は、共同体の拘束
から解放された職業における機械化や流動化の進
んだ現代では、帰納的には一般化する傾向」122）

があった。新中国におけるラジオ体操は、このよ
うな身体の一般化により、国民を新しい社会組織
（共同体）にうまく組み入れた。一方、この近代
特有の身体の均質化要求123）の達成は、ラジオ体
操が迅速に普及したことを意味する。しかも、当
時の中国には「国による短期間での工業体系の建
設と経済発展への圧力がある」124）という社会背景
があったため、ラジオ体操の統一的な身体動作に
よって統一的な思想と意識を醸成し125）、 建国初期
の社会主義建設という目標に向けて、生産力また
は生産の積極性を引き出すための、肉体や精神を
拘束する手段としてラジオ体操が選ばれたと考え
られる。また、この時期には各業界や各地方で、
あるいは企業において職務ごとに、ラジオを媒体
とした独自の体操も作られた126）。
 成人向けのラジオ体操第一を具体的に分析する
と、これは日本のラジオ体操やソビエト連邦の
衛生体操などを模倣して作られたものではある
が127）、各年齢層への普及を実現するために、最
も基本的で簡単な動作でできていた128）。また、
新中国の体育事業については、「軍隊から地方ま
で」が重要な政策の一環であったと指摘されてお
り129）、兵士に限定して効果のあるラジオ体操を、 
軍隊を媒介として一般民衆に普及させることは、
軍隊を手本にして身体に規律・訓練を加え、従
順な身体を作り出すという政治的技術の行使130）

であった。その結果、「新たな特定の特殊な秩序
や内在条件などの操作に従う客体対象が形成で
き」131）、当時の時代背景から、まさに新中国の社
会主義建設に相応しい生産力になれる国民が養成
されたと解釈される。
 ラジオ体操第一がソビエト連邦（「労衛制」の
体育思想）と日本（ラジオ体操の動作）から受け

た影響は大きかった。しかも動作が身に付きやす
いなどの理由132）から、1954年以降に作られたラ
ジオ体操第二における運動量の増加などを通し
て、ラジオ体操の健康機能が重視されつつ、中国
の文化との結合もなされたと考えられる。また、
この時期には、中国は国内では大躍進政策、国外
では中ソ対立などがあったが、体育運動、特に卓
球に代表される競技運動が復興できたのは、ラジ
オ体操の普及と更新が国民の体質改善に良い影響
を与えたからだとされている133）， 134）。なお、この
間に、新中国における地方のラジオ局と農村の有
線ラジオの建設も進んでおり、1958年 5 月 1 日に
北京テレビ局がパイロット版を放映し、1961年に
は新中国のラジオ放送が第26回世界卓球選手権大
会の中継を行った135）。その後、ラジオ体操第四
がラジオ体操第三から 6 年間を経て作られたが、
運動量の明らかな増加や生産労働（稲作などの農
作）の動作の取り込みが指摘されている136）， 137）。
ラジオ体操第四ではこのような中国的な特色を持
つ更新がこれまでどおりに行われたが、その後、
ラジオ体操は当時の中国にまつわる政治情勢の影
響を受け、1970年代まで更新されなかった。
 最後に、ラジオ体操第五についてであるが、こ
れが作られた社会的背景は中国の文化大革命で
あった。「『文化大革命』という異常な動きにより、
中国の社会主義経済が破壊され、中国の国民経済
も窮地に追い込まれた。一方、『三忠与』と『四無
限』（毛沢東への個人崇拝）のスローガンのもと
で、中国の社会民主主義と法制度は前例のないほ
ど破壊され、人々の権利も奪われた」138）と言われ
ているとおり、1970年代に中国国内の政治制度を
はじめ、社会秩序が破壊された上に、既定の体育
制度もうまく推進されなかった。特に、1971年ま
では、国家の体育事業は政府の管理下には置かれ
ず、軍隊の軍事訓練に関わる事業として扱われ、
「体育と軍事訓練を入れ替える」などの目標が提
起されたのだった139）。それに伴い、この時期のラ
ジオ放送の内容もすべて文化大革命に関する政治
宣伝になってしまった140） しかし、農村部はあまり
これに影響されなかったため、逆に体育は盛んで
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あった。また、この時期には体育で踊りや体操を
する目的は健康などではなく、体育は政治的な意
味を含む動作で個人崇拝を表す手段であった141）。 
このような状況とラジオ体操第五における民族的
特色や伝統武術の動作の導入などの点をまとめる
と、やはりラジオ体操は当時の政治的宣伝などと
関わっており、それが生み出された原動力は、国
民の健康維持を達成するとともに、一般民衆を集
団的な活動への参加に導き、ひいては文化大革命
に参加させるという最終目的にあった、と解釈す
ることには合理性があると考えられる。
 以上のことから、新中国成立以降作られたラジ
オ体操は、「新民主主義体育」と「社会主義建設初
期体育」の思想に影響を受けており、国家により
主導された国民全体の活動として認識されるべき
だと考えられる。ラジオ体操の発展は当時の政治
情勢の変化と深く関わっていたが、次の時期にな
ると、政治との関連性は薄くなっていった。

3.2.2 ラジ オ体操の最盛期と新発展期（1978年以
 降）
 この時期に作られたラジオ体操は、ラジオ体操
第六（1981年 9 月 1 日発表）・第七（1990年 5 月
 8 日発表）・第八（1997年 4 月29日発表）・第九
（2011年 8 月 8 日発表）と、児童ラジオ体操第六
（1982年 9 月 1 日発表）、および全国中小学生ラ
ジオ体操第一（1998年発表）・第二（2002年 9 月
 1 日）・第三（2008年 9 月 1 日）である。ラジオ体
操の発展の初期より、更新の間隔が長くなってい
る。ラジオ体操第六は新中国の体育の代表とさ
れ、本当の社会主義体育といわれた142）。これも先
述のとおり、文化大革命を背景にして、ラジオ体
操から始まる体育運動が政治に強く影響されたこ
とが原因で、新しく作られたラジオ体操は政治関
連の影響を排除する機能も持っているのではない
かと考えられる。ラジオ体操は国民運動の形で国
民の精神力を凝結させ、1981～1991年の10年間で
中国の体育事業に著しい成績を残した。しかし、
1980年代から新中国と外国との交流が深くなり、
競技体育の成績と国家の栄誉とを関連付けた「競

技体育優先」の思想が出現するとともに、経済発
展が加速した中で国民の生活も豊かになり、健康
維持の欲求が強まったことから、単なるラジオ体
操の推進ではもはや満足されなくなった。また、
テレビ放送事業の展開により、ラジオ放送はその
臨場感の足りなさや、単一的な放送形式などが理
由で、聴取率が下がっていった143）。このような
状況を背景に、ラジオ体操第六で最盛期を迎えた
後、ラジオ体操の発展は緩慢になっていった。
 特に1978年以降、新中国による改革開放政策
の実施・推進により、ヨーロッパやアメリカか
ら「健美操」が導入され、太極拳に代表される
中国伝統体育運動に新しい発展がみられた。その
中で、ラジオ体操第七が他の健康体操や武術の動
作も取り入れて作られ、時代の変化に沿って更新
された。しかし、国家がラジオ体操を通して政治
の同一性を表す必要性がなくなっていったことか
ら、ラジオ体操をする意味はどんどん失われて
いったのであった144）。特に、1980年代には新中国
の国有企業が改革を推進したため、企業労働者の
人数が減り、しだいにラジオ体操をする人数も少
なくなった。また、国内に私有企業の数が増え、
経済の利益が以前より重視され、特定の時間にラ
ジオ体操またはその他の体操をするゆとりがなく
なってきた。しかも、この 頃になるとラジオ放送
よりテレビ放送事業が発展し、1988年にはテレビ
の視聴率がラジオを上回った145）。しかし、1997年
に簡単な動作を組み合わせたラジオ体操第八が発
表され、しかも、それが推進された期間中は、
新中国国内でラジオ体操大会が最も盛んとなっ
た146）。 当時のラジオ体操はまだ国により主導され
ており、「ラジオ体操は政府に主導された体操で、 
政治的な体操とも言える」147）と指摘された。した
がって、ラジオ体操に政府介入のような強制的な
推進力がなくなると、続かなくなる状況に陥っ
た。
 2011年、ラジオ体操第九がラジオ体操第八から
14年間の年月を経て作られたが、1982年に児童ラ
ジオ体操第六、1998年、2002年、2008年に全国中
小学生ラジオ体操の第一・第二・第三が発表され
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ており、ラジオ体操の重点は成人から児童に移っ
ていった。先述したように、少年向けのラジオ体
操は1963年まで更新し続けられたが、生産大躍進
および文化大革命などの政治の影響148）で、学校
教育はあまり推進されなくなった149）。ただし、
この状態は「文化大革命」が終わった1980年代頃
までに回復し150）、学校教育が再び重視され始め
た。1998年以降、再び新たな少年向けラジオ体操
ができたことは、やはり当時の社会背景と関係が
あると考えられる。
 しかも、経済発展などの関係で、国有企業と異
なり、「民営企業や私有企業、外国企業など、経
済利益を追求する企業が成人ラジオ体操の推進に
大きな阻害因子になっている」151）ことや、大衆
の需要を満たせられないことなどが原因152）で、
この時期は学校の教育現場がラジオ体操を活用で
きる唯一の場所になってしまったのである153）。
また、それまで続行されていた「中国少年先鋒
隊」と「中国共産主義青年団」の制度下のスポー
ツ活動において、ラジオ体操が「集団活動の属
性」154）を有していたこと、また、中国少年先鋒隊
が「集団における組織属性」155）を培うのにふさわ
しいとされていたことから、ラジオ体操が学校体
育において合理的であると認められ、新たな全国
中小学生ラジオ体操が作られた。
 以上、新中国が改革開放の政策を実施した後に
作られたラジオ体操の実情について述べた。この
時代は国の経済発展により、私有企業の数が増
え、経済利益のために労働者たちにラジオ体操を
させられる時間も空間もなくなってきていた。ま
た、「競技体育優先・体育産業化」という思想の影
響を受け、健康維持運動の多様化もラジオ体操の
普及に打撃を与えていたため、成人ラジオ体操が
衰退する一方で、時間と空間ともに保障でき、し
かもある程度強制的に行わせられる学校内でのラ
ジオ体操が継続して実施されていたのである。

 4 ． 結論とまとめ

 近代以降、中国の体育思想は従来の「修身養
性」から「体質改善」に転換し、国民の強健によ

る「体育強国」戦略を掲げて発展してきた。体操
もこの思想の下に、兵式体操から一般体操へ、そ
して軍事訓練の一環へと変化していった。その
後、日中戦争により、中国国内の体育思想は地域
により分化されたが、体操の発展がニュー・メ
ディアであるラジオを媒介にして、ラジオ体操の
形で各地に現れ、戦争のための体質改善や統治の
手段として活用された。最後に新中国で、国内の
体育思想がもう一度統一され、ラジオ体操は一般
民衆を集団化・組織化できるため、全国的に普及
したのであった。そうすると、中国におけるラジ
オ体操の発展過程はそういった社会的属性が強化
された過程と見なすことができる。いわゆる新中
国成立以前は、中国におけるラジオ体操の黎明
期・導入期にあたり、新中国成立以降、新たに作
られて全国で推進されたラジオ体操が発展の初期
を迎えたと考えられる。
 新中国のラジオ体操は、日本のラジオ体操とソ
ビエト連邦の衛生体操に強い影響を受けた。しか
し、これまでの研究によると、日本の社会情勢と
異なり、新中国でラジオ体操が普及し始めた頃、
国民は基本的な衛生知識を持っていなかった。そ
のため、ラジオ体操の動作は簡単で、健康には限
られた効果しかないという意見もあったが、ラジ
オ体操には国民の身体素質を改善するという基本
的な目標があったと考えられる。ラジオ体操は単
に健康増進のためのものではなかった。新中国だ
けでなく、ソビエト連邦もラジオを媒介にして体
操を実施することで体育思想の強化を図り、国民
の身体に規律・訓練を加えることを通して従順な
身体を作り出す、政治的行使を行ったと解釈すべ
きである。ソビエト連邦は衛生体操などの実施に
よって労衛制を貫き、社会主義建設のための労働
と国防に備える若者を育成した156）。また、当時
の日本は共産主義思想を警戒し、ラジオという
ニュー・メディアを利用し、ラジオ体操のような
スポーツ・体育による「思想善導」政策を確立し
ていった157）， 158）。 一方、「民族精神、国家観念の涵
養に至大の効果」159）があり、さらには「我国民精
神を作興し、我国民の古来の美風である隣保共助
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の精神、即ち協同一致の精神を発揮する上にも多
大の効果がある」160）とされ、ラジオ体操はその
集団性によって協同性や民族精神の象徴行為とし
て認識されるようになった161）。新中国において
も、日中戦争以来、ラジオ放送には政治プロパガ
ンダの意義が大きかった。新中国はラジオを活用
し、「新民主主義体育」のもとに、日ソ両国が推
進したラジオ体操あるいは衛生体操と同じく、ラ
ジオ体操によって国民の身体素質の改善に加えて
精神力や政治への理解力を深めることができた。
また、このような政治への理解力が政府政策の遂
行と関わり、新中国の社会主義建設のための生産
大躍進や、その後の文化大革命に影響を与えたと
考えられる。このような「中国的な」特質がある
ために、新中国がどの発展段階にあっても、ラジ
オ体操は更新され続けた。しかし、この「中国的
な」特質が1960～1970年代になると、ラジオ体操
の練習は政治的な意味を含む動作で個人崇拝を表
す手段になった。当時はラジオ体操の身体素質改
善の効用が弱くなり、政治的な色合いが強く反映
されすぎていたため、ラジオ体操の発展は1980年
代に入ってから、その最盛期を迎えることにな
る。
 一方、1980年代以降のラジオ体操の構成などを
分析すると、ラジオ体操が政治的に行使される傾
向が徐々に薄れていった反面、国民の健康需要に
見合った更新をし続けている傾向が見られた。こ
のような変化は1920年代の中国国内の体育教育と
同じように、体育、特に学校体育の発展が自然主
義体育の方向に変わりつつあることの表れであっ
た。しかし、新中国は当時と異なり、社会環境が
より安定した状態となり、学校体育だけではな
く、一般民衆向けの社会体育も大衆の需要を満た
せるように発展してきていたと考えられる。この
ように、1980年代以降、ラジオ体操は新発展期に
入り、一般民衆の需要とともに発展してきた。特
に1980年代の新中国の改革開放による国の発展に
伴って、ラジオ放送による体育思想の宣伝も、最
 初は社会主義建設を支えるものとして発達した。
とこ ろが、国家の体育思想が個人に与える影響が

弱くなり、ラジオもより新しい媒体に取って代わ
られた。また 、経済発展に伴って生活習慣が変化
し、ラジオ体操が一般民衆の健康需要を満たせな
いと ころがあるため、政治的属性が強いラジオ体
操の普及が滞ってきた。しかし、ラジオ体操の集
団性や共同性、または平等性という属性は、今も
学校教育の現場で活用されている。新中国の体育
思想は「新民主主義体育」から「社会主義建設初
期体育」、「競技体育優先・体育産業化の体育」へ
と変遷したが、国家的あるいは集団的属性がある
ラジオ体操自体に集団化・組織化や身体の規律・
訓練化、群体符号化という特徴がある以上、いつ
の時代もその存在意義はあり、これもラジオ体操
が過去70年間にわたり発展し続けた原因と考えら
れる。
 ラジオ体操は、1925年にメトロポリタン社が健
康保険の加入者を主な対象として健康増進のため
に放送したことに始まった。日本もこのメトロポ
リタン社の保険事業に倣って保健体操を創案し、
その普及に努めたが162）、 近代中国は日本に大きく
影響されていたため、新中国でもそれを取り入れ
た。それは、付随する保険サービスとしての商業
価値を狙ってのことではけっしてなく、アメリカ
とは異なり、日本と新中国の特殊な社会環境の中
で、音楽や号令に合わせて集団で体操をするとい
う形態に発展した。また、ラジオあるいはラジオ
体操には「集団性」という特質があることから、
日本はそれを協同性や民族精神の象徴的な行為と
みなした。さらに、新中国ではラジオ体操を「現
代の身体文化と当代公民政治の結合体」163）ととら
え、その「実施効果についても個体の身体動作に
注目せず、集団の共同性感覚を重視した」164）。こ
のような差異は、それぞれの体育思想の反映であ
り、日中におけるラジオ体操の相違点だと考えら
れる。
 また、当時の日本はアメリカのラジオ体操以外
にも、欧米視察でチェコスロバキアの「ソコール
（またはソコル）」という民族意識覚醒と民族復
興を目指した運動165） の成功にも注目していた。も
し、この国家主義を強調する組織と審美性を求め
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るソコル独自の体操166）がそのまま日本に導入さ
れていれば、ラジオ放送を利用して、それもまた
当時の中国に影響を及ぼしたであろうと思われ
る。要するに、ラジオ体操もソコル体操も、具体
的な動作は異なっているが、当時のニュー・メ
ディアであるラジオを媒体にし、体操の集団性ま
たは共同性や平等性が、いわゆる体育思想とその
政治的な行使に利用されたために、長い時間をか
けて一般民衆に影響を与えたのであった。さら
に、体操による身体鍛錬で国の運命を変革するこ
とを目指す思想は、近代中国の思想家に大きく影
響を及ぼしたため、新中 国成立以降も、ラジオ体
操は異なる社会環境の中でも一定の政治的な役割
を果たしてきたと考えられる。これもラジオ体操
における日中の共通点だといえる。
 本研究では近代以降の中国における体育思想の
変遷を手掛かりにして、ラジオ体操の発展過程を
明らかにした。しかし、これまでのラジオ体操に
関する研究や各年代における研究資料は十分では
ないため、ラジオ体操はこれからどのように発展
するのかという問題はまだ解明されていない。ま
た、中国伝統の「礼楽文化」の視点からラジオ体
操を分析する手法もある。これらの点を踏まえ
て、今後も史料の収集に努め、新たな観点の提起
を今後の課題としたい。
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